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１． エグゼクティブ・サマリー（連結）

（単位：百万円）
2022年3月期

通期
ハイライト

前期比 増減率

営 業 収 益 30,138 ▲786 △2.5％

 貸借取引業務は貸株残高の落ち込みが
続き減収（△46.1％）

 セキュリティ・ファイナンス業務は好調な
債券営業部門や株券レポ取引残高の増
加により増収（+24.4％）

 子会社日証金信託銀行は堅調な信託業
務が牽引して増収（＋10.3％）

営 業 利 益 6,235 ＋1,458 ＋30.5％

 貸株残高の減少に伴う有価証券借入料
の減少により営業費用が減少

 貸倒引当金の算定方法見直しに伴う負担
額の減少などにより一般管理費が減少

経 常 利 益 7,164 ＋1,606 ＋28.9％

当期純利益 5,174 ＋1,203 ＋30.3％
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（単位：百万円）

日証金グループ連結 グループ各社個別

22年3月期
通期

前期比 (増減率)
日本証券金融 日証金信託銀行 日本ビルディング

前期比 前期比 前期比

営 業 収 益 30,138 ▲786 (△2.5%) 26,586 ▲964 2,960 335 1,286 ▲8

除く品貸料 27,305 3,593 (＋15.2%) 23,753 3,416

営業費用 16,533 ▲1,484 (△8.2%) 16,335 ▲1,312 435 ▲90 25 5

除く品借料 13,728 2,908 (＋26.9%) 13,529 3,080

一般管理費 7,368 ▲760 (△9.4%) 6,004 ▲985 1,140 293 666 ▲12

営 業 利 益 6,235 1,458 (＋30.5%) 4,246 1,334 1,383 132 595 ▲1

経 常 利 益 7,164 1,606 (＋28.9%) 5,928 1,444 1,385 130 707 ▲8

持分法投資損益 446 51 (+13.1%)

特別損益 ▲17 ▲61 (ー) ▲17 ▲17 ― ― ― ▲43

親会社株主に帰属
する当期純利益

5,174 1,203 (＋30.3%) 4,539 1,029 1,023 166 465 ▲35

２． 2022年3月期 通期 決算サマリー（連結・個別）

4
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日本証券金融（単体）
*「品貸料」および「品借料」を除いたベース

（単位：百万円）
22年3月期
通期

前期比 (増減率)

営 業 収 益* 23,753 3,416 (+16.8%)

貸借取引業務* 3,285 ▲860 (△20.8%)

セキュリティ・ファイナンス業務** 15,391 3,021 (＋24.4%)

その他 5,076 1,255 (＋32.9%)

営業費用* 13,529 3,080 (＋29.5%)

一般管理費 6,004 ▲985 (△14.1%)

営 業 利 益 4,246 1,334 (+45.8%)

経 常 利 益 5,928 1,444 (＋32.2%)

特別損益 ▲17 ▲17 (ー)

当期純利益 4,539 1,029 (＋29.3%)

３． 2022年3月期 通期 日証金（単体）決算サマリー

主なポイント

●営業収益

◆セキュリティ・ファイナンス業務など貸借取引

以外の業務が堅調に推移し、前年同期比増収

̶ 23,753 百 万 円 と 前 期 比 3,416 百 万 円

（+16.8%）の増収

̶ 貸借取引業務は貸株残高の落ち込みが続き前期

比減収

̶ セキュリティ・ファイナンス業務は好調な債券営

業部門や株券レポ取引残高の増加により前期比

増収

̶ その他（主に有価証券運用収益）は、キャリー収益

の着実な積上げとポートフォリオ入替による売却

益の計上等により前期比増収

※業務別の概要については、「決算のポイント①～③」

（P6～P８）をご参照

●営業費用

̶ 13,529百万円と前期比で3,080百万円

（+29.5%）の増加

̶ 好調な債券営業部門における有価証券借入料の

増加が主な要因

●一般管理費

̶ 貸倒引当金算定方法見直しに伴う負担額の減少

が主な減少要因

** 一般信用ファイナンス、金融商品取引業者向け、個人・一般事業法人向け、一般貸株、
債券営業
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４． 決算のポイント ①貸借取引残高の状況

 融資残高は前年同期を上回る水準で底堅く推移

 貸株残高は減少傾向で推移し、前年割れの水準が続く

0.60% 0.40%

2020年度 2021年度

1Q 2Q 上半期 3Q 4Q 通期 1Q 2Q 上半期 3Q 4Q 通期 4Q 通期

融資平均残高 1,990 2,197 2,094 2,235 2,565 2,246 2,969 2,867 2,918 2,884 2,599 2,831 34 585

貸株平均残高 2,952 3,339 3,147 3,167 2,555 3,006 1,816 1,943 1,880 1,749 1,508 1,755 ▲1,046 ▲1,250

（単位︓億円、%）
前期比
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５． 決算のポイント ②セキュリティ・ファイナンス業務の状況

 債券営業と株券レポ取引は残高が増加傾向で推移

 一方、一般貸株は借株需要の減少などにより減少

取引種別
2022年3月期 通期

通期の主なポイント
前期比 (%)

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
・
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス

一般信用ファイナンス 156 76 +94.7％  取引先の利用増により貸付残高が増加

金融商品取引業者向け 1,196 411 +52.4％  株券レポ取引の残高が増加傾向で推移

リテール向け 510 42 +9.0％  主力のインターネット取引（コムストック・ローン）が堅調

一般貸株 657 ▲292 △30.8%

 大口取引の残高は回復傾向にあるものの利鞘の低下
を補いきれなかったほか、フェイル回避目的の借株需
要も減少

債券営業 12,869 2,784 ＋27.6%
 現先取引および債券レポ取引の残高がいずれも増加
傾向で推移

営業収益合計 15,391 3,021 ＋24.4%

（単位︓百万円）
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６． 決算のポイント ③有価証券運用の状況（日証金単体）

22年3月期 通期 前期比

円建て 3,135百万円 △95百万円

国内債券 1,395百万円 354百万円

株式等 1,739百万円 △449百万円

外貨建て 620百万円 64百万円

その他とも合計 3,670百万円 474百万円

有価証券ポートフォリオの推移（日証金単体）有価証券ポートフォリオの推移（日証金単体）有価証券の運用収支 （日証金単体）有価証券の運用収支 （日証金単体）

 キャリー収益の着実な積上げとポートフォリオ入替による売却益の計上等により

前期比増収

（参考）マーケットの状況（各国長期金利の推移、為替ヘッジコストの推移） 出所）Bloombergのデータを基に日本証券金融が作成
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日証金信託銀行（単体ベース）

（単位：百万円）
22年3月期
通期

前期比

増減率

経常収益 2,962 148 (+5.2%)

うち信託報酬 1,316 221 (+20.2%)

経常費用 1,576 18 (+1.1%)

経 常 利 益 1,385 130 (+10.4%)

当期純利益 1,023 166 (+19.4%)

７． 2022年3月期 通期 日証金信託銀行 決算サマリー

【信託報酬のポイント】

管理型信託サービス（暗号資産関

連信託、顧客分別金信託、ABL信

託など）の強化が寄与して増収

 管理型信託サービスの強化により、信託報酬は増加基調が継続
 資金調達費用が減少した一方、銀行勘定システムの更改に伴う減価償却費用が増加
 経常利益・当期純利益とも増益

ポイント

(百万円）
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８． 2022年3月期 通期 連結貸借対照表（サマリー）

変動する資産に合わせてコールマネーやコ

マーシャル・ペーパーといった日々調整が可

能な市場性調達のほか、有価証券を貸し付

ける際に受け入れる担保金等（貸付有価証

券代り金、売現先勘定）が中心となります。

日々変動する貸借取引貸付（営業貸付金）

および日銀当座預金への預け金（現金及び

預金）、有価証券を調達する際に差し入れる

担保金等（借入有価証券代り金、買現先勘

定）、資金の効率的な活用を目的として保有

する有価証券が大宗を占めます。

このうち、現金及び預金は、負債における

日証金信託銀行株式会社の信託勘定におけ

る待機資金の状況やグループ全体の資金繰

りの状況等により大きく増減することがあり

ます。

資産の特徴

負債の特徴

【参考】 自己資本規制比率（金商法ベース）

2022年3月末時点：348％

単位：百万円

22年3月末 21年3月末比 内　　容

資産合計 14,168,656 2,032,426

現金及び預金 1,299,070 ▲ 122,486 日本銀行当座預金

有価証券 109,724 66,757 残存1年以下の国債等

営業貸付金 891,485 ▲ 224,867
貸借取引貸付金／一般信用ﾌｧｲﾅﾝｽ
／公社債・一般貸付金／信託銀行貸付金

買現先勘定 3,928,146 926,289

借入有価証券
代り金

6,499,422 1,173,851
債券レポ取引、株券レポ取引および貸借
取引借株の差入担保金

投資有価証券 1,042,496 107,151
残存1年超の国債等
政策保有株式等

負債合計 14,030,659 2,029,596

コールマネー 1,858,400 151,800

短期借入金 239,210 101,616
銀行借入金
日本銀行オペレーション

CP 496,000 ▲ 117,000

売現先勘定 5,544,898 1,353,090

貸付有価証券
代り金

4,706,496 677,793
債券レポ取引および貸借取引貸株の受
入担保金

信託勘定借 1,031,412 ▲ 112,050

純資産合計 137,996 2,829
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９． 2023年3月期 業績試算値

（単位：百万円）
2023年3月期
試算値 前期比

前回
試算値比

日証金グループ連結

営業利益 7,200 964 ―

経常利益 8,000 835 ―

親会社株主に帰属する当期純利益 5,600 425 ―

グループ各社

日本証券金融

営業利益 5,216 969 ―

経常利益 8,496 2,567 ―

当期純利益 6,726 2,186 ―

日証金
信託銀行

経常利益 1,400 14 ―

当期純利益 971 ▲52 ―

日本
ビルディング

営業利益 565 ▲30 ―

経常利益 680 ▲27 ―

当期純利益 445 ▲20 ―

試算値の前提条件とした貸借取引残高

2023年3月期 通期残高

<金利等前提条件> ●融資金利 ：0.60％、●貸株等代り金金利 ：0%、●貸株料 ：0.40％

（参考）
2022年3月期 平均残高

融資残高

2,831億円

融資超過
1,820億円 貸株超過

744億円

喰 合 い

1,010億円

貸株残高

1,755億円

融資残高

2,900億円

融資超過
2,000億円 貸株超過

1,100億円

貸株残高

2,000億円

喰 合 い

900億円

＜2023年3月期 試算値の考え方＞

✓セキュリティファイナンス業務のさらなる拡大やシステム償却費用の減少を想定。

✓子会社業績は前期並みを想定。
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第6次中期経営計画の取組みと成果
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１．2021年度の実績

1.業績の向上

 第6次中期経営計画の着実な取組みにより、収益力・資本効率ともに向上

 特に、セキュリティファイナンス業務、信託銀行業務が成長を牽引

2.「中期的な経営方針」の策定（2021年11月公表）

 証券市場のインフラ機能を担う上での高い健全性の維持と、上場会社として求められる持

続的成長と中長期的な企業価値向上の両立を目指す

 2022年度においてROE４％、2025年度までにROE５％の達成を目標

― 株主資本コスト（４％台半ばと認識）を上回る水準をROE目標として設定

3.コーポレートガバナンスの取組み

 改訂CGコード、東証新市場区分移行を控え、取締役会の機能発揮、サステナビリティ課題

への対応など、上場企業に求められる諸課題に取組んだ

 取締役会の構成、執行役の選任について考え方を検討・開示

 サステナビリティへの基本的な考え方の策定

 TCFD提言に沿った気候変動関連財務情報の開示の実施
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２．第6次中期経営計画の達成状況（経営目標）

当社業務の核となる貸借取引業務が市況変動等の影響を大きく受けることを踏まえ、貸借取引
の基盤強化のため、貸借銘柄数の着実な増加を図るとともに、証券市場のインフラとしての機能
を安定的に果たしていくため、収益源の多様化を推進し、基礎収支額※の着実な増加を目指す。

※ 想定貸借取引収支（過去3年平均値を想定）のもとで試算される基調としての経常利益額※ 想定貸借取引収支（過去3年平均値を想定）のもとで試算される基調としての経常利益額

第6次中計
経営目標

●「貸借銘柄数」の状況 ●「基礎収支額」の状況●「貸借銘柄数」の状況 ●「基礎収支額」の状況

2,479 

2,522 
2,572 

2,661 

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

（単位：銘柄）

4,887 
5,718 

8,454 

+852
+532

+122

+1230

2019年度

基礎収支額

2020年度

基礎収支額

ｾｷｭﾘﾃｨ・

ﾌｧｲﾅﾝｽ業務

国債等

運用収益

子会社 一般管理費

・その他

2021年度

基礎収支額

 ビデオ会議の積極活用、過去実績に基づく銘柄の優先付な
どにより、2022年3月末の貸借銘柄数は2,661銘柄と前
期末比89銘柄の増加となった。

 ビデオ会議の積極活用、過去実績に基づく銘柄の優先付な
どにより、2022年3月末の貸借銘柄数は2,661銘柄と前
期末比89銘柄の増加となった。

 2022年3月期の基礎収支額は8,454百万円と前期比47.8％増加。 2022年3月期の基礎収支額は8,454百万円と前期比47.8％増加。
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３．当社のROEおよびTSR

 現行中期経営計画の下で取組みを積み重ね、セキュリティファイナンス業務を中心に、

収益基盤強化を進めた結果、当社のROEは着実に上昇

 加えて、株主還元の充実にも取組む中、株主総利回りも近年、TOPIX平均を上回る

ROE 株主総利回り

3.0%

2.6% 2.7%

3.0%

3.8%

1.5%

2.0%

2.5%

3.0%

3.5%

4.0%

4.5%

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

114.6% 106.7% 95.1%

151.0%

176.8%

115.8% 110.0% 99.5%

141.5%

144.3%

80.0%

100.0%

120.0%

140.0%

160.0%

180.0%

18年3月末 19年3月末20年3月末21年3月末22年3月末

株主総利回り

配当込TOPIX利回り
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４．2021年度の取組み（概要）

①セキュリティ・ファイナンス業務の
さらなる伸長

 取引拡大や取引先開拓に向けた営業活

動

 取引ニーズへの柔軟・迅速な対応

 債券レポ・現先取引、株券レポ取引の

残高伸長

 取引拡大や取引先開拓に向けた営業活

動

 取引ニーズへの柔軟・迅速な対応

 債券レポ・現先取引、株券レポ取引の

残高伸長

②日証金信託銀行の収益向上

 管理型信託サービスの強化により、
信託報酬は増加基調が継続

 暗号資産関連の保全信託の受託が寄与

 管理型信託サービスの強化により、
信託報酬は増加基調が継続

 暗号資産関連の保全信託の受託が寄与

③新規ビジネス

 ファンドアドミニストレーション業務の

立ち上げ

 東京大学との分散型台帳技術を活用し

た有価証券貸借取引に係る実証研究の

開始

 ファンドアドミニストレーション業務の

立ち上げ

 東京大学との分散型台帳技術を活用し

た有価証券貸借取引に係る実証研究の

開始

④コーポレートガバナンスの強化

 取締役会の構成等の考え方、執行役の

選任についての考え方の策定・開示

 サステナビリティ課題への取組み

 コーポレートガバナンス統括室の設置

 取締役会の構成等の考え方、執行役の

選任についての考え方の策定・開示

 サステナビリティ課題への取組み

 コーポレートガバナンス統括室の設置
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５．中期的な経営方針＜概要＞

第6次中期経営計画
（2020年度～2022年度）

中期的な経営方針

企業理念
日本証券金融は、証券金融の専門機関として、常にその公共的役割を強く
認識するとともに、証券界、金融界の多様なニーズに積極的に応え、証券
市場の参加者、利用者の長期的な利益向上を図ることで、証券市場の
発展に貢献することを使命とする

証券市場のインフラ機能を担う証券金融会社として求められる公共的役
割を認識しつつ、「高い財務の健全性維持」、「上場企業として求められる
持続的成長」、「中長期的な企業価値の向上」を実現する企業

目指す将来像

企業理念の達成
に向けた

長期的な方向性

2025年までの経営方針

経営目標
（達成目標）

 第6次中計期間（2022年度まで） ROE４％
 次期中計期間（2023年度～2025年度） ROE５％
― 株主資本コスト（４％台半ばと認識）を上回る水準
をROE目標として設定

戦略等

 貸借取引を核とするｾｷｭﾘﾃｨﾌｧｲﾅﾝｽ業務の強化
 グループ連結経営の強化
 業務運営の効率化
 株主還元の更なる充実（総還元性向100％を目指す）

コーポレート・
ガバナンス

 上場企業に求められているガバナンスの諸課題にスピー
ド感を持って取り組む
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６．経営目標実現のための施策・事業ポートフォリオの考え方

収益力と資本効率の
向上に向けての
取組みを加速

① 貸借取引を核とするセキュリティファイナンス業務の強化

② グループ連結経営の強化

③ 業務運営の効率化

経営目標実現のための施策

事業ポートフォリオの考え方

 法令上、貸借取引にかかる業務を主要業務とすることが想定されており、同業務以外の業務は、貸借取引の運営に支障を及
ぼさない範囲でのみ認められる

 子会社を含む当社グループの事業ポートフォリオは、当社の業務と関連がありその遂行に資すると考えられる比較的狭い範
囲に限定

 事業ポートフォリオがM＆A等により頻繁に変動することは想定されない
 こうした当社グループの業務の基本的な性格と、コーポレートカバナンスコードの趣旨を踏まえ、当社では取締役会において
事業ポートフォリオの基本方針について審議・決定

事業ポートフォリオ
の基本方針

 当社グループは、証券市場のインフラとしての公共的役割を強く意識しつつ、免許

業務である貸借取引業務を核とするセキュリティファイナンス業務を中心に、証券

界・金融界の多様なニーズに積極的に応え、様々な証券・金融関連サービスを提供

する。

 また、貸借取引業務が市況変動等の影響を大きく受けることを踏まえ、引続き収益

源の多様化に向けて努力し、各事業においてこれまで以上に資本効率の向上を意

識しつつ経営目標の達成に取組む。

 このような考え方の下、当社グループは、貸借取引を核とするセキュリティファイナ

ンス業務、有価証券運用業務、信託銀行業務、不動産管理業務からなる事業ポート

フォリオにより、当社が目指す将来像の実現を図る。
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内外の環境変化

19

７．コーポレート・ガバナンス対応 ①取締役会の構成

 指名委員会等設置会社（2019年移行）として、監督と執行を分離

 社外取締役３名を含む取締役5名体制

 取締役会議長および三委員会の委員長はすべて社外取締役

現在

改訂コーポレートガバナンス・コード
東証新市場区分への移行

国際化・DX化等の一層の進展
次期中期経営計画の策定・実行

 環境変化等を踏まえスキルの複層化を図る
 監督と執行の人数面でのバランスを考慮
 年齢構成・ジェンダーの多様化を図る

考え方

社外取締役２名増員 ⇒ 社外５名、社内２名 合計７名
 取締役会全体としてのスキルセットのパッケージ

取締役の員数の上限を8名とする定款変更
 スピーディな意思決定を可能としつつ当社の規模を勘案

 実人数7名に対し1名の余裕
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７．コーポレート・ガバナンス対応 ②執行役の選任

 環境変化等を踏まえ、執行役の選任に関する考え方を包括的に検証

 執行役選任の目的は、中期経営計画の推進のための執行体制の構築にあることを踏まえ、

執行役に求められる資質を整理

【執行役に求められる資質】

 公共的役割を十分認識して業務執行を遂行することが

できる者

 金融・証券市場全般について広範な知見を有している者

 金融商品取引法をはじめとした各種法令に関して精通し

ている者

 専門性の高い当社の業務に携わり、知識・経験を有して

いる者

 当社業務の推進にあたり必要とされる国際性を有して

いる者

 経営管理やリスク管理に関する高度な知識・経験を有し

ている者

 財務・会計に関する高度な知識・経験を有している者

 当社を取り巻く金融・証券業界のさまざまな環境変化に

対し、柔軟に対応できる者

執行役７名を

選任

• 日本銀行出身者
の登用は、これら

の資質を有する

ことを踏まえた

人物本位での判

断に基づく

【ロングリスト】

内部出身者

公共部門出身者

金融・証券界出身者
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７．コーポレート・ガバナンス対応 ③サステナビリティ

 持続可能な社会の実現に向けては、社会経済活動の基盤となるインフラの整備も重要であり、

SDGs（持続可能な開発目標）の一つにも掲げられております。（目標9）

 当社グループは、証券市場のインフラとして貸借取引業務をはじめとする様々なサービスを

提供し、証券・金融市場の流動性向上と参加者の利便性向上に取り組んでおり、こうした活動

を通じて、持続可能な社会の実現に向けて、同様な取り組みを行う市場参加者への支援も含

め、その一翼を担うことを目指しております。

サステナビリティへの基本的な考え方

E
 TCFD提言に沿った気候変動関連財務情報の開示の実施

 環境負荷の低減（節電、会社設備の整備、ペーパーレス化の推進など）

S
 東京大学との共同実証研究（分散型台帳技術を活用した有価証券貸借

取引に係る実証研究）

 東京大学での「金融・証券市場と産学連携」をテーマとする講義の実施

主な取組み
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８．株主還元

 株主還元の更なる充実を図っていく観点から2021年度以降2025年度

までの間、配当および自己株式取得の機動的な実施により、累計で総還元性向

100％を目指す

ー 配当については、2021年度の年間配当は１株30円、2022年度以降2025年

度までは1株30円を下回らない範囲で積極的な配当を目指す

株主還元方針

配当予想

年間 32円

（前期比 ＋2円）

自己株式取得

320万株
（対発行済み株式：3.5%)

30億円

総還元性向

１０３．４％

2022年度株主還元
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 株主還元(前期実績、今期予定）

≪株主還元方針≫

2021年度以降2025年度までの間、配当および自己株式取得の機動的な実施に
より、累計で総還元性向100％を目指す。

2022年3月期 2023年3月期

30円
（2021年3月期比+4円）

32円
（2022年3月期比+2円）

中間 15円 16円

期末 15円 16円

53.0% 49.2%

23億円
280万株

30億円
320万株

23億円
248万株

―

2021/12/21
            ～2022/3/11

2022/5/11
           ～2023/3/31

97.6% 103.4%総還元性向

自己株式取得

配当

年間

取得期間

実績

取得枠

配当性向
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【参考】 中期的な経営方針（2021年11月公表）

当社は、当社が掲げる経営理念の下で、証券市場のインフラ機能を担う証券金融会社として求められる公共的

役割を強く認識しつつ、高い財務の健全性維持と、上場企業として求められる持続的成長と中長期的な企業価

値の向上を実現する企業を目指す。

１．当社が目指す企業としての将来像１．当社が目指す企業としての将来像

新たな中期的な経営目標として、現中期経営計画の期間（2022 年度まで）において ROE4%、次期中期経営

計画の期間（2023 年度～2025 年度）において ROE5％の達成を目指す。

中期的な経営目標の実現のため、１）貸借取引を核とするセキュリティファイナンス業務の強化、２）グループ連

結経営の強化、３）業務運営の効率化などにより、収益力と資本効率の向上に向けての取組みを加速する。

株主還元については、さらなる充実を図っていく観点から、2021年度以降2025年度（ROE５％目標達成）ま

での間、配当および自己株式取得の機動的な実施により累計で総還元性向100％を目指す。なお、配当につい

ては、2021年度の1株当たり年間配当金額の予想は本年11月2日発表のとおり30円とし、2022年度以降

2025年度（ROE５％目標達成）までの間は、上記のとおり総還元性向の目標値を設定することから、従来の配

当方針（連結配当性向60％）に代えて、1株当たり年間配当金額が30円を下回らない範囲で積極的な配当を

目指す方針とする。

２．中期的な経営目標２．中期的な経営目標

３．戦略等３．戦略等

上場企業に求められているガバナンスの諸課題にスピード感をもって取組む。

４．コーポレート・ガバナンス対応４．コーポレート・ガバナンス対応
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参考資料
 配当・自己株式取得の推移

 連結業績の推移

 業務別利益の状況

 業務別営業収益の状況

 業務別営業収益の対前年比増減分析（四半期）

 業務別取引残高の状況（平残）

 制度信用取引残高・貸借取引残高

 信用取引・貸借取引の仕組み

 貸借取引の収益構造

 貸借取引金利について

 貸借取引金利の推移

 有価証券の状況

 日証金信託銀行（貸出金）

 企業理念・経営方針（第6次中期経営計画）

 経営目標・戦略（第6次中期経営計画）

 経営目標（第6次中期経営計画）

 戦略（第6次中期経営計画）

 連結会社の状況

 外部格付けの状況

 ESG／SDGｓへの取組み

 当社の企業理念・これまでの当社の歩み

 当社の業務内容（イメージ図）
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2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020度 2021年度
2022年度注

(予想)

一株当り配当金(年間) 18円 26円 22円 22円 26円 30円

32円

中間16円

期末16円

自己株式取得 (株数) 63万株 150万株 200万株 100万株 ー 248万株 320万株

(金額) 3億円 9億円 12億円 5億円 ー 23億円 30億円

当期純利益 【連結】 30億円 42億円 37億円 35億円 39億円 51億円 56億円

一株当り利益 【連結】 31.9円 44.2円 40.0円 38.4円 43.2円 56.6円 65.0円

配当性向 【連結】 56.4% 58.8% 55.0% 57.2% 60.1% 53.0% 49.2%

(参考) 総還元性向 66.3% 79.3% 87.8% 71.0% 60.1% 97.6% 103.4%

 配当・自己株式取得の推移

注 ２０２2年度（予想）について
・ 「自己株式取得」の株数および金額」はいずれも取得枠の上限
・ 「一株当り配当金（年間）」は予想値
・ 「当期純利益（連結）」は今回公表した業績試算値を記載。また、「一株当り利益（連結）」以下の指標は当該試算値を用いて計算したもの。
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 連結業績の推移

単位:百万円

17年3月期 18年3月期 19年3月期 20年3月期 21年3月期 22年3月期

営 業 収 益 23,066 26,333 24,321 29,101 30,924 30,138

除く品貸料 16,522 18,383 18,603 20,846 23,711 27,305

営 業 費 用 11,892 13,330 12,284 16,835 18,018 16,533

除く品借料 5,358 5,385 6,566 8,585 10,819 13,728

一般管理費 8,371 9,121 8,056 8,136 8,129 7,368

営 業 利 益 2,802 3,881 3,981 4,129 4,777 6,235

持分法による投資損益 92 123 248 306 395 446

経 常 利 益 3,611 4,685 5,046 4,894 5,558 7,164

特別損益 ▲52 131 ▲41 ▲36 43 ▲17

当期純利益 3,078 4,225 3,765 3,556 3,971 5,174
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 業務別利益の状況

注 グループ各社の数値は単体ベース(連結消去前)であり、合算しても連結営業収益および連結営業総利益の数値とは一致しません。

単位：百万円

20年3月期 21年3月期 22年3月期

連結営業収益（除く品貸料） 20,846 23,711 27,305

証券金融業（単体） 17,128 20,337 23,753
貸借取引業務（除く品貸料） 4,262 4,146 3,285
セキュリティ・ファイナンス業務 8,849 12,369 15,391
一般信用ファイナンス 80 80 156
金融商品取引業者向け 737 785 1,196
リテール向け 494 468 510
株式（一般貸株） 1,015 950 657
債券（債券貸借） 6,521 10,085 12,869

その他（主に有価証券運用） 4,016 3,820 5,076
信託銀行業（単体） 2,946 2,624 2,960
不動産賃貸業（単体）　 1,282 1,295 1,286

8,585 10,819 13,728

連結営業総利益（＝連結営業収益－連結営業費用） 12,266 12,906 13,604

証券金融業（単体） 9,657 9,903 10,251
貸借取引業務 3,959 3,853 2,814
セキュリティ・ファイナンス業務 2,502 2,876 3,766
一般信用ファイナンス 62 53 135
金融商品取引業者向け 611 669 1,179
リテール向け 354 323 352
株式（一般貸株） 562 536 355
債券（債券貸借） 911 1,293 1,742

その他（主に有価証券運用） 3,196 3,173 3,670
信託銀行業（単体） 1,716 2,098 2,524
不動産賃貸業（単体）　 1,261 1,275 1,261

　連結営業費用（除く品借料）
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3Q 4Q

2021年3月期 2022年3月期

通期 通期

21年3月期 22年3月期

3Q 4Q 1Q 2Q

306 220 110 133 112 89

364 406 469 455 461 406

(339) (268) (193) (207) (189) (157) 

(1,853) (1,649) 

(684) (776) 
(416) 

(955) 

百万円

1,113984877

1,9182,193

606

1,453 1,793

(748)

(1,278)

1,108

446

(7,213)

8,491

3,581

(2,832)

29

(単位：百万円）

4Q 
営業収益

通期
営業収益 ポイント

(前年同期比) (前年比)

貸借取引業務全体
1,684

(△36.3%)
6,118

(△46.1%)

（除く品貸料） 728
(△26.7%)

3,285
(△20.8%)

 当業務の営業収
益は、品貸料を
除いたベースで
も前年同期比減
収

有価証券
貸付料

1,113
(△42.0%)

3,581
(△57.8%)  貸株残高が前年

を下回ったほか、
貸株超過銘柄に
かかる品貸料が
減少した結果、
有価証券貸付料
が減収

 融資残高が前年
を上回ったこと
に伴い、貸付金
利息は増収

955
(△42.1%)

2,832
(△60.7%)

157
(△41.3%)

748
(△41.4%)

406
(△0.0%)

1,793
(＋23.4%)

89
(△59.1%)

446
(△59.7%)

うち
品貸料

うち
貸株料

貸付金

利息

借入有価証券

代り金利息

【営業収益の推移】

＜貸借取引業務＞
 融資残高は前年を上回ったが、貸株残高の落ち込みが続き減収

＜貸借取引業務＞
 融資残高は前年を上回ったが、貸株残高の落ち込みが続き減収

 業務別営業収益の状況（貸借取引業務）

四半期 通期
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3Q 1Q 2Q 3Q4Q

2021年3月期 2022年3月期

通期 通期

21年3月期 22年3月期

4Q

121 117 120 128 134 127

175 187 235
306 307 34619 27 

29 
39 43 43 

百万円

468 510

785

1,196

80

156

30

(単位：百万円）

4Q 
営業収益

通期
営業収益 ポイント

(前年同期比) (前年比)

43
(+60.7%)

156
(+94.7%)

 一 般 信 用
ファイナン
スおよびリ
テール向け
は貸付残高
の増加によ
り増収

 金融商品取
引業者向け
は、株券レ
ポ取引の残
高増加など
により増収

346
(＋85.2%)

1,196
(＋52.4%)

127
(+8.9%)

510
(+9.0%)

＜資金の貸付業務＞
 金融商品取引業者向けは株券レポ取引の残高増加などにより増収

＜資金の貸付業務＞
 金融商品取引業者向けは株券レポ取引の残高増加などにより増収

【営業収益の推移】

＜ 当業務の商品構成 ＞
 金融商品取引業者向け ・・・ 一般貸付、公社債流通金融、一般信用ファイナンス、安定資金貸付、

株券レポ取引（現金担保付株券等貸借取引）
 リテール向け ・・・ コムストックローン、証券担保ローン・セレクト

四半期 通期

リテール

向け

金融商品

取引業者

向け

一般信用

ファイナンス

 業務別営業収益の状況（セキュリティ・ファイナンス業務①）
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通期 通期

21年3月期 22年3月期

3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

2021年3月期 2022年3月期

2,491 2,514 2,989 3,074 3,422 3,360

232 220
174 147

183 152

百万円

295

10,069

12,846

950

657

31

四半期

(単位：百万円）

4Q 
営業収益

通期
営業収益 ポイント

(前年同期比) (前年比)

152
(△30.7%)

657
(△30.8%)

フェイル回避目
的の借株需要
の減少などによ
り減収

3,360
(＋33.6%)

12,846
(+27.6%)

現先取引およ
び債券レポ取引
の残高伸長が
寄与して増収

【営業収益の推移】

一般貸株

債券営業

※一般貸株業務とは

 信用取引以外の借株ニーズ（売買決済のフェイル回避

など）に対応した貸株

 貸出先は金融商品取引業者

 借入先は生損保等の機関投資家、他

通期

＜有価証券貸付業務＞
 債券営業部門は、現先取引および債券レポ取引の残高伸長が寄与して増収
 一般貸株部門は、フェイル回避目的の借株需要の減少などにより減収

＜有価証券貸付業務＞
 債券営業部門は、現先取引および債券レポ取引の残高伸長が寄与して増収
 一般貸株部門は、フェイル回避目的の借株需要の減少などにより減収

 業務別営業収益の状況（セキュリティ・ファイナンス業務②）
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3Q 1Q 2Q 3Q4Q

2021年3月期 2022年3月期

通期 通期

21年3月期 22年3月期

4Q

255 292 307 311 323 324

百万円

1,031

1,266

32

【信託報酬の推移】

四半期

(単位：百万円）

4Q 
営業収益

通期
営業収益 ポイント

(前年同期比) (前年比)

324
(＋10.7%)

1,266
(+22.8%)

管理型信託サー
ビスの強化が寄
与して前期を上
回った。

信託報酬

通期

【主な信託商品】

＜日証金信託銀行＞
 信託報酬は通期で過去最高を更新するなど堅調に推移

＜日証金信託銀行＞
 信託報酬は通期で過去最高を更新するなど堅調に推移

 業務別営業収益の状況（日証金信託銀行）

顧客分別金信託 証券会社が顧客からの預り金を保全するための信託

外為証拠金信託 FX業者が顧客から受け入れた証拠金を保全するための信託

暗号資産関連信託 暗号資産交換業者が顧客から受け入れた預り金・証拠金を保全するための信託

アセットバックローン信託 金融機関向けの投資商品（アセットバックローン）を組成するに
当たって、SPCに類似した機能を提供する信託

* 連結ベース



Copyright Japan Securities Finance Co., LTD. All Rights Reserved ～ All For Securities Market ～ 33

 業務別営業収益の対前年比増減分析（四半期）

【通期】 前期比 ▲786百万円（△2.5%）
【貸借取引業務】

 貸株残高が落ち込んだ影響により減収。

【セキュリティ・ファイナンス業務】

 金融商品取引業者向けの資金の貸付は、株券レポ

取引の残高増加などにより増収。

 リテール向けは、コムストック・ローンの残高増加に

より増収。

 一般貸株部門は、フェイル回避目的の借株需要の

減少などにより減収。

 債券営業部門では、現先取引および債券レポ取引

の残高増加により増収。

【その他】

 キャリー収益の着実な積上げとポートフォリオ入替

による売却益の計上等により前年同期比増収

【信託銀行業務】

 信託報酬が堅調に推移したことにより増収。

～ 通期のポイント・サマリー ～

信託
銀行業

不動産
賃貸業

ー
2020年度
通期

貸借取引 その他

個人・一般事

業法人向け
一般貸株 債券営業

セキュリティ・ファイナンス

ー
2021年度
通期

証券金融業

一般信用F
金融商品取
引業者向け

30,924 30,138

+76 +411 +42
+2,777

+1,250 +256

△5,241 △292

△66

百万円
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 業務別取引残高の状況（平残）

単位：百万円

2020年3月期
通期

2021年3月期
通期

2022年3月期
通期

219,979 224,615 283,118

333,949 300,638 175,578

4,609,077 7,099,013 9,969,762

一般信用ファイナンス 10,434 9,910 21,509

金融商品取引業者向け 309,033 327,444 585,974

リテール向け 13,934 13,092 14,993

一般貸株 60,859 47,126 47,509

債券営業 4,214,817 6,701,439 9,299,775

473,808 571,109 682,499信託銀行貸付金

取引種類

貸借取引貸付金（融資）

貸借取引貸付有価証券（貸株）

セキュリティ・ファイナンス業務
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 制度信用取引残高・貸借取引残高
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投
資
家

日
証
金

信用買い注文

信用売り注文

融資申込

貸株申込

買付資金

売却株券

資 金

株 券

制度信用取引 貸借取引

証券取引所決済機構

買付株券

売却代金

証
券
会
社

機関投資家

証券会社

コール市場

日銀

株券

資金

 信用取引・貸借取引の仕組み
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※  貸株超過銘柄の一部に品貸料（逆日歩）が営業収益（有価証券貸付料）として発生するが、

同額が営業費用（有価証券借入料）として計上されるため、当社の利益には影響しない。

【営業収益】有価証券貸付料(品貸料) ＝【営業費用】有価証券借入料(品借料) =(C)‘×品貸料率

 貸借取引の収益構造

融資超過

(E)

=(A)-(D)

喰い合い

(D)

=(B)-(C)

貸株超過 ※

(C)

喰い合い

(D)

=(B)-(C)

融資残高
(A)

貸株残高
(B)

損益計算書

【営業収益】

貸付金利息＝(A)×0.60%

有価証券貸付料（貸株料）＝(B)×0.40％

借入有価証券代り金利息＝(C)×0.60％

【営業費用】

支払利息＝(E)×調達金利
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貸借取引金利は、市場金利および日本銀行に
よる金融政策の変更を適切に反映して設定する。

日
証
金

証
券
会
社

証
券
会
社

貸借融資 貸借貸株

融資金利
0.60%

貸株等代り金
金利 0%

貸株料
0.40%

日本銀行の金融政策

貸借取引融資金利の変更

 2006年7月 無担保ｺｰﾙﾚｰﾄO/N：0.25%

 2007年2月 無担保ｺｰﾙﾚｰﾄO/N：0.50%

 2008年10月無担保ｺｰﾙﾚｰﾄO/N：0.30%（▲0.20%）

 2008年12月無担保ｺｰﾙﾚｰﾄO/N：0.10%（▲0.20%）

 2010年10月無担保ｺｰﾙﾚｰﾄO/N：0～0.10%
（▲0.10～0%）

 2013年4月 従来の金利からマネタリーベースに変更

 2016年1月 マイナス金利付き量的・質的金融緩和を導入

 2016年9月 長短金利操作付き量的・質的金融緩和を導入

 2006年 7月27日約定 0.74%（+0.14%）

 2006年 9月22日約定 0.86%（+0.12%）

 2007年 3月15日約定 1.02%（+0.16%）

 2007年 4月 5日約定 1.11%（+0.09%）

 2009年 1月29日約定 0.97%（▲0.14%）

 2010年11月22日約定 0.77%（▲0.20%）

 2014年 8月 6日約定 0.64%（▲0.13%）

 2016年 3月 9日約定 0.60%（▲0.04％）

 貸借金利について
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 貸借取引の金利の推移
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9,424 9,798 9,210 9,498 8,158 8,378
2.69

2.32
2.41

2.81 3.67 3.942.69 3.23 3.54 0.01.02.03.04.05.0
6.0

02,0004,0006,0008,00010,00012,000

14/3 14/9 14/12 15/3 15/9 15/12
（年）（億円） 10年超 5年超10年 1年超5年 1年以内 平均残存年限

40

 有価証券の状況

円債の残存期間別残高（日証金） 円債の残存期間別残高（日証金信託）

単位：百万円

BS計上額 評価損益 BS計上額 評価損益

株式 15,338 10,610 12,022 7,786

債券 921,896 18,858 1,100,835 3,587

国債・地方債 510,390 17,593 527,826 4,267

社債 355,499 ▲326 447,409 ▲786 政府保証債等

その他 56,006 1,591 125,600 106 外国国債

その他 17,506 3,539 14,933 4,421

合計 954,741 33,007 1,127,790 15,794

（含むデリバティブ） ー (14,359) ー (11,290)

BS計上額 評価損益 BS計上額 評価損益 備考

国債 1,512 194 1,511 162

22年3月末
備考その他有価証券

21年3月末

満期保有目的

(注) 平均残存期間は、満期保有目的、ヘッジ会計適用分を除いて計算しております。
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 日証金信託銀行（貸出金）

●貸出金の業種別残高

貸出金残高 割合 貸出金残高 割合 貸出金残高 割合

製造業 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

漁業 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

鉱業 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

建設業 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

電気・ガス等 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

情報通信業 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

運輸業 689 0.1% 689 0.1% 689 0.1%

卸売業 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

小売業 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

金融・保険業 2,100 0.3% 1,000 0.2% 4,650 0.9%

不動産業 1,120 0.2% 1,200 0.2% 1,196 0.2%

サービス業 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

中央政府（政府保証を含む） 723,947 99.5% 660,382 99.6% 526,090 98.8%

合　　計 727,856 663,271 532,625

22年3月末

単位：百万円

21年9月末21年3月末
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 企業理念・経営方針（第6次中期経営計画）

①証券金融会社としての社会的責任を常に認識し、新たなガバナンス体制

のもとでコンプライアンス、企業統治および経営リスクの管理を徹底す

ることにより健全な業務運営を実践し、以って、揺るぎない社会的信頼

を確立する。

②証券市場のインフラの担い手として求められる経営の安定性および財

務の健全性を確保するため、強固な自己資本を維持しながら企業価値

の増大を図るとともに、収益環境や投資計画などを総合的に勘案し、株

主への利益還元を引き続き充実したものとしていく。

③証券金融会社の根幹である貸借取引業務をより強化し、あわせて当社・

グループ会社が提供する金融・証券関連サービスの拡充・強化と新規

展開に努め、ビジネス基盤を一層拡大し堅固なものとする。

④経営環境の変化に機動的に対応するため、迅速かつ効率的な業務運営

体制を構築し、競争力の基盤強化を図る。

証券金融会社

としての基本

的考え方

今後の業務

展開

業務運営体制

経営の安定性

財務の健全性

日本証券金融は、証券金融の専門機関として、常にその公共的役割を強く認識するとともに、

証券界、金融界の多様なニーズに積極的に応え、証券市場の参加者、利用者の長期的な

利益向上を図ることで、証券市場の発展に貢献することを使命とする。

企業理念

経営方針

42
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リスクアペタイト・フレームワークの活用

当社業務の核となる貸借取引業務が市況変動等の影響を大きく受けることを踏まえ、

貸借取引の基盤強化のため、貸借銘柄数の着実な増加を図るとともに、証券市場の

インフラとしての機能を安定的に果たしていくため、収益源の多様化を推進し、基礎

収支額の着実な増加を目指す。

＜経営目標・戦略とリスク管理を一体運営するための枠組み＞

証券市場のインフラとしての
貸借取引業務の強化

セキュリティ・ファイナンス
業務の拡充・強化

新規業務の開発と具体化

資金の効率的活用としての有価
証券運用の多様化

業務管理体制の強化

効率的な業務運営による
競争力の基盤強化

多様な働き方への対応と
企業活力の向上

 経営目標・戦略（第6次中期経営計画）

戦 略

経営目標

43
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 貸借銘柄数 ・・・ 貸借取引の基盤強化のため、貸借銘柄数の着実な増加を図る

 基礎収支額 ・・・ 証券市場のインフラとしての機能を安定的に果たしていくため、収益源の多様化

を推進し、基礎収支額の着実な増加を目指す

 各実績値を年度ベースで公表（決算発表時を予定）

 経営目標（第6次中期経営計画）

20XX－3 20XX－2 20XX－1
貸借取引業務収支 貸借取引以外の業務収支

経常利益の推移（イメージ）

 主要業務である貸借取引が市況変動を受けや

すい（収益のブレが大きい）

 当社の基調的な収益の推移がわかりづらい

20XX年度 20XX＋1 20XX＋2
想定貸借取引収支 貸借取引以外の業務収支

 基礎収支額の算出により、平均的な貸借取引業

務収支をベースとした当社の収益力を可視化

 基調的な収益の推移がわかりやすくなる

１．当社経常利益の特徴 ２．「基礎収支額」の算出

◆「基礎収支額」の定義：想定貸借取引収支（過去3年平均値を想定）のもとで試算される基調としての経常利益額

基
礎
収
支
額

（A）+（B）+（C）
３（A） （B） （C）
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 戦 略 （第6次中期経営計画）

証券市場のインフラとしての
貸借取引業務の強化

株式市場を取り巻く環境変化に適切に対応し貸借取引業務の安定的な運営および利便性
向上を図る。また、市場参加者の動向の的確な把握や貸借銘柄数の着実な増加などにより、
貸借取引の利用促進を図るとともに、制度信用・貸借取引にかかる情報発信を強化し、投
資家のすそ野を拡大する。

セキュリティ・ファイナンス
業務の拡充・強化

当社がこれまで培ってきた資金取引や有価証券取引のノウハウを有効に活用し、内外の金
融商品取引業者等との多様な取引に積極的に対応するとともに、取引先や対象有価証券
等の拡大により、セキュリティ・ファイナンス業務を強化・拡充し、収益機会の拡大を図る。

新規業務の開発と具体化
証券金融会社としての業歴を背景とした当社の特長を活かし、内外の関係先やグループ
会社との連携の下で、長期的視野に立って新規業務の開発に取組むとともに、具体化を
図っていく。

資金の効率的活用としての
有価証券運用の多様化

外部環境の変化に対し、適切なリスクコントロールの下、機動的にポートフォリオの見直し
を実施することで、安定した収益を確保する。また、外国国債など外貨建て有価証券によ
る運用拡大や、外貨を利用したビジネス展開をサポートするため、外貨調達手段の拡充を
図る。

業務管理体制の強化

当社に求められている社会的要請に積極的に対応し、企業理念を実現していくため、コン
プライアンスを経営の前提と位置付けていることをあらためて確認する。
当社に対する揺るぎない社会的信頼を確立するため、内部監査の実効性を確保し、金融業
務に付随するリスクの多様化・複雑化に対応してリスク管理の一層の充実を図る。
重大な災害発生時においても証券市場のインフラとしての機能を果たせるよう、業務継続
体制の更なる強化を図る。

効率的な業務運営による競
争力の基盤強化

取引量の増加や業務の複雑化が進む中、業務プロセスの見直しやRPA（ロボティック・プロ
セス・オートメーション）等のデジタル技術の活用を積極的に推進することにより、効率的
な業務運営体制を構築し、競争力の基盤強化を図る。

多様な働きかたへの対応と
企業活力の向上

働き方改革、定年延長など労働の在り方が大きく変化し多様化している中、人事制度の見
直し等により、職員が自覚とやりがいを持って働ける職場環境を整備し、職員ひとりひと
りの生産性を高め、企業活力を向上させる。
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 連結会社の状況

日証金

信託銀行

日本

ビルディング

（100%） （100%）

日本証券金融

日本電子計算 JSFIT

（20.0%） （20.8%）

子会社

持分法適用会社

（注）カッコ内は持分比率

持株比率 会社名 資本金 業務内容

100% 日証金信託銀行(株) 14,000百万円 信託業務、銀行業務

100% 日本ビルディング(株) 100百万円 当社グループ所有の不動産の賃貸・管理

20.0% 日本電子計算(株) 2,460百万円 情報処理サービス、ソフトウェアの開発・販売

20.8% ジェイエスフィット(株) 100百万円 情報処理サービス、ソフトウェアの開発・販売
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 外部格付けの状況

2022年3月31日時点

JCR

（日本格付研究所）

R&I

（格付投資情報ｾﾝﾀｰ）
Standard & Poor’s

Rating Outlook Rating Outlook Rating Outlook

日本証券金融 長期格付 AA- 安定的 AA- 安定的 A 安定的

短期格付 J-1+

（最上級）

a-1+

（最上級）

A-1

CP発行枠 1兆円 1兆円 ―

日証金信託銀行 長期格付 AA- 安定的 AA- 安定的 ― ―

短期格付 J-1+

（最上級）

a-1+

（最上級）

― ―
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 ESG・サステナビリティ（１）

48

持続可能な社会の実現に向けては、社会経済活動の基盤となるインフラの整備も重
要な要素であり、SDGs（持続可能な開発目標）の目標の一つにも掲げられておりま
す（目標９）。当社グループは、証券市場のインフラとして貸借取引業務をはじめとす
る様々なサービスを提供し、証券・金融市場の流動性向上と市場参加者の利便性向上
に取組んでおり、こうした活動を通じて、持続可能な社会実現に向けて、同様な取り
組みを行う市場参加者への支援も含め、その一翼を担うことを目指しております。

当社グループは、様々な状況に置かれても業務を安定的に運営する体制を構築す
ることが、証券・金融市場のインフラを担うものとして重要であると考えております。
そのためには、狭義の災害対策だけではなく、事業基盤の安定性と高い信頼性を確保
することも重要であります。

また、当社グループがこれまで培ってきたノウハウなどを活用することで貢献する
ことができる課題もあると考えております。

このような観点に立ち、現在認識している重要課題（マテリアリティ）は次のとおり
です。当社グループは、これらの重要課題（マテリアリティ）に対し、当社グループに期
待される役割を認識し、今後の社会環境の変化にも柔軟に対応しつつ、各種取組を進
めてまいります。
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 ESG・サステナビリティ（2）

49

当社が認識している重要課題

分類 項目 課題

Ｅ 気候変動  環境負荷軽減の推進

Ｓ

教育
 金融経済教育活動の推進
 学術研究活動の推進

人材
 ダイバーシティの推進
 人材育成・確保、働きやすい職場の整備

人権
 人権尊重、差別禁止、多様性の尊重
 各種ハラスメントの禁止

資本市場
 証券・金融市場のインフラとしての機能の充実
 海外の証券・金融市場インフラへの貢献

G

コーポレートガバナンス  コーポレートガバナンスの継続的な改善

BCP  災害等の影響を受けない安定した業務の運営

コンプライアンス  高いコンプライアンス意識に基づく業務運営

リスク管理  リスクアペタイト・フレームワーク（RAF）の運営
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 ESG・サステナビリティ（3）
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重要課題に関する具体的な取組み

分類 課題 取組み

Ｅ 環境負荷の低減
 節電、環境負荷を意識した会社設備の整備
 社内の各種業務のペーパーレス化の推進

S

金融経済教育活動の推進
 信用取引に関する各種セミナー等の実施
 投資家向けセミナー、証券会社職員向け研修の実施等

学術研究活動の推進
 東京大学との共同実証研究（分散型台帳技術を活用した有価証券貸借
取引）

 信用・貸借取引データを活用した指数開発における京都大学との連携

海外の証券・金融市場イン
フラへの貢献

 インドネシア証券金融への技術協力および出資

従業員の多様な働き方の
実現

 出産・育児、介護への支援
― 全社的なテレワークの導入
― 社員エンゲージメントの把握

G

コーポレートガバナンスの
強化

 指名委員会等設置会社として、ガバナンスの充実を図っている
― 取締役の過半数は独立社外取締役
― 取締役会議長および三委員会委員長は独立社外取締役

 コーポレートガバナンスの諸課題にスピード感をもって取組むため、専
担部署を設置

リスク管理  RAFを導入し、経営管理とリスク管理を一体として行う体制を整備

ＢＣＰ
 証券・金融市場のインフラとしての安定的な業務運営のため、ＢＣＰ体制
およびサイバーセキュリティ体制の強化を継続

コンプライアンス  マニュアルの整備、コンプライアンス強化月間を設定
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 当社の企業理念・これまでの当社の歩み

日本証券金融は、証券金融の専門機関として、常にその公共的役割を強く認識するととも

に、証券界、金融界の多様なニーズに積極的に応え、証券市場の参加者、利用者の長期的

な利益向上を図ることで、証券市場の発展に貢献することを使命とする。

1950 1951 1977 1989 1998 2019

これまでの当社の歩み

証券市場の安

定と振興を図る

ことを目的に、

証券界からの要

望を受け、証券

金融の専門機

関として発足

貸借取引業務を

開始

一般貸株業

務を開始

債券貸借の

仲介業務を

開始

日証金信託

銀行設立

信用取引制度の開始に伴い、信用取引の決済に必要な資金ま

たは株券等を証券会社に貸し付ける貸借取引業務を開始

⇒金融商品取引法に定める免許会社としてのルーツ

PTS向け

貸借取引

 証券市場のインフラとして、貸借取引の安定的な運営と利便性の向上に注力する

 また、マーケットのニーズに応えた新たな業務にも取組む

企業理念
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兼業業務

● 当社の業務内容（イメージ図）

制度信用
取引向け

＜資金＞ ＜有価証券＞

貸借取引業務
(融資・貸株)

貸付先

証券
会社

金融
機関

投
資
家

借入先
マネーマーケット

など
機関投資家
証券会社など

セキュリティ・ファイナンス業務

有価証券貸付
(株式・債券)

金商業者向け

株券レポ取引

リテール向け
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＜注意事項＞

本資料には、業績に関わる記述が含まれています。こうした記述は、将来
の業績を保証するものではなく、リスクや不確定要因を内包するものです。
将来の業績は、株式市況・金融情勢などにより、大幅に異なる可能性があ
ります。


